
 

２０２１年度物数調査の実施について 

 

 日本郵便（株）信越支社 要員集配部は、本日（4月 8日）「２０２１年度物数調査

の実施」について地方本部に説明してきました。 

調査目的は、郵便事業を担当する全郵便局において必要となる要員（必要労働力）

の把握および各種計画策定上の基礎資料とするためとしています。 

 また、郵便制度改正に伴い、土曜日の配達係る業務量の増減を把握するための調査

ともしています。 

具体的な調査方法等については以下のとおりです。 

 

１ 調査項目 

(1) 郵便物数等の事務取扱量 

(2) 郵便事業従事者の服務状況および配置計画等 

(3) 郵便・集配の計画担当者配置実績 

(4) その他付帯する事項 

 

２ 調査対象局 

郵便局（地域区分局・一般局および旧集配センター（マネジメント統合局含む）） 

※窓口営業部およびエリアマネジメント局は調査対象外とする 

 

３ 調査期間 

(1) 郵便内務 

ア 地域区分局 

２０２１年５月１９日(水)から３日間のうち任意の２日間 

イ 一般局（当該郵便局所属の分室等施設を含む） 

２０２１年５月２６日(水)から３日間のうち任意の２日間 

(2) 郵便外務 

ア ２０２１年５月１９日(水)から３日間のうち任意の２日間 

  イ ２０２１年１０月１日現在（班別の通区状況等のみ） 

 

４ 研修 

  物数等調査様式の一部変更があることおよび正確な調査を行うため、取りまとめ

担当者を対象とした Zoom による Web 研修を実施。 
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研修日時：①２０２１年５月１１日（火）13：30～15：10 

②２０２１年５月１２日（水）13：30～15：10 

  ※業務運行を考慮し、上記①、②のいずれかに出席を求める。 

  ※実施場所は、自局内の業務用タブレット端末を使用できる任意の場所とする。 

 

地本からは今回の物数調査は、郵便制度改正にともない大変重要な調査となるため、

目的等、調査の必要性について、研修においてもしっかりと説明するよう申し入れを

行なっており、支社担当部も了知しているところです。 

 

 

【労使対応】 情報提供 

 

 


